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表 1 欧州住宅供給システムの2類型 (1990) (単位 ‥%)他方,デンマークとドイツで
持 家 民間賃貸 原価賃貸 公営賃貸 合 計 はtの%チ
二分化モデルイギ リス 66 7 3 24 100
アイルランド 78 9 0.5 13 100









































































8)水原渉 『西 ドイツの国土 ･都市計画と住宅政策』 ドメス出版,1985年,20ページ.









































































































































1983 (a) 1993 (b) (b) - (a)
公団.公社 ▲ 5,6001945-60 26,800 1945-60 21,200
61-70 69,100 61-70 68,500 ▲ 600 ▲ 11,100
71-75 43,300 71-75 38,400 ▲ 4,900
76-80 21,400 76-80 23,000 1,600
81-83計 5,200168 81-85 13,000 26,8006 909 3 ll1631815 25,200 157
持 家 ▲ 39,800～44 74,000 ～44 34,200
1945-60 225,500 1945-60 131,700 ▲ 93,800
61-70 381,600 61-70 267,400 ▲114,200 ▲353,100
71-75 306,000 71-75 255,400 ▲ 50,600
76-80 362,500 76-80 307,800 ▲ 54,7004666 113,50081 3計 1421,5138 81 599 3 28523311241,623
民間借家 (設備専用) ▲ 17,100～44 30,100 ～44 13,000
1945-60 115,800 1945-60 64,400 ▲ 51,400
61-70 341,900 61-70 189,400 ▲152,500 ▲398,800
71-75 334,300 71-75 212,600 ▲121,700
76-80 273,200 76-80 217,100 ▲ 56,1008332 434,40081 3計 1041,995 81 599 3 3195023321,6
出所)総務庁 『住宅統計調査報告 (東京都)』1983年.110ページ.同1993年.92ページよ
り作成.
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更新されているけれども,除去住宅 (1万1100戸)の総戸数 (18万1500戸,1993年)に占める
シェアは,6.1%にとどまっていることが確認される｡ただし,専用住宅総数 (439万3300戸)































表3 公庫融資利用個人住宅の動向 (単位 :rf,%)
1986年度 1987年度 伸び率 1988年度 伸び率
住 宅 面 積 118.9 125.6 5.6 131.4 4.6
敷 地 面 積 279.7 289.1 3.4 330.4 14.3
更 地 購 入 率 36.4 35.9 ▲1.4 33.6 ▲6.4
建 替 率 34.6 35.5 2.6 37.5 5.6
東 京 23 区 79.0 84.4 6.8 86.6 2.6
首 都 圏 44.6 48.0 7.6 53.9 12.3
近 畿 圏 30.8 29.8 ▲3.3 35.4 18.8
東 海 圏 33.6 35.1 4.5 37.3 6.3
そ の 他 地 域 30.9 31.3 1.3 32.9 5.1
73
(注)地域区分は次のとおりである.首都圏 (埼玉県,千葉県,東京軌 神奈川県),東海圏 (岐阜県,静岡 県,






















6% (持家,29.8%)と高い割合を示 している.ストックの経済的償却 (物理的摩滅では,なく)
16)建設省住宅局 『東京の賃貸住宅』1989年,27ページ.































































































































1972年度 1.977年度 . 1982年度 1987年度
氏間資金 持 家 567,864 39.5 443,118142.2 225,576 39.2 242,627 20.8
分 譲 228,414 15.9 293,972 28.0 125,633 21.8 139,735 1.2.0
貸 家 597,668 41.5 296,092 28.2 .215,559 37.5 770,.903 66.1
給 与 46,668 3.2 16,481 1.6 8,780 1.5 13,551 1.2_
合 計 1,438,614100.0 1,049,663100.0 575,548100.0 1,166,816100.0
公庫餐金 持 一 家 134,157 66.4 269,347 75.5 340,859 71.1,. 309●,899 66.8
分 譲 38,018 18.8 47,47 13.2 91,197 19.0 109,377 23.6
貸 家 27,334 13.5 39,721.ll.1 47,043 9.8 44,033 9.5
給 与 2,438 1.2 703 0.2 551 0.1 348 0.1
(出所) F住宅金融公庫年報』1978,89年版により作成.
22)建設省住宅局,前掲,注(16),8,29ページ.



































表5 第一･第二促進住宅別の資金構成 (単位 :100万マルク,%)
金 額 公的資金 資本市場資金 そ の 他
第 1978 9,699 27.2 48.2 24.6
- 1979 9,140 31.5 43.4 25.1
促 1980 9,830 36.4 36.4 27.2
進 1981 10,817 37.0 35.2 27.8
住 1982 12,591 38.6 34.8 26.6
宅 1983 ll,367 35.5 37.1 27.4
第 1978 17,456 1.1 63.1 35.8
1979 14,684 1.3 63.5 35.2
促 1980 13,753 2.0 61.0 37.0
進 1981 12,772 1.9 57.9 40.2
住 1982 12,457 2.4 57.6 40.0
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とともに徐々にクリアされていった.そして,その中心的役割を果したのは,渡辺が日本に導
入しようとしたサード･アームという供給主体,なかんずく公益建築会社であった.この会社
こそ,公益住宅企業法の成立 (1940年)から ｢社会住宅｣制度の確立 (1950年)にむけて,
その主体的な推進力となってきたのであり,したがってまた,都市ス トックの"成熟化'に大
きく貢献したのである.
(1995.7.28受理)
